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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

前第１四半期連結
累計 (会計) 期間

第63期
当第１四半期連結
累計 (会計) 期間

第62期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 6,616 9,554 59,561

経常利益又は経常損失（△）（百

万円）
△817 △1,064 1,359

四半期純損失（△）又は当期純利

益（百万円）
△498 △1,084 1,454

純資産額（百万円） 5,102 5,777 6,817

総資産額（百万円） 37,268 32,715 38,573

１株当たり純資産額（円） 22.68 27.17 34.97

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△3.81 △8.13 10.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 8.29

自己資本比率（％） 13.7 17.7 17.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,178 1,411 243

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,797 2 1,786

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,636 △1,985 △2,685

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
8,928 5,362 5,933

従業員数（人） 875 849 831

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

　　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第62期第１四半期及び第63期第１四半期は潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期純損失のため記載していない。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 849 (219)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時従業員数は（　　）内に当第1四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 831 (211)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員

数は（　　）内に当第1四半期会計期間の平均人員を外数で記載している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

区分

前第１四半期連結会計期間

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

（百万円）

当第１四半期連結会計期間

　自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日

（百万円）

建設事業 11,770 13,590

その他の事業 17 21

合計 11,787 13,611

(2）売上実績

区分

前第１四半期連結会計期間

　自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日

（百万円）

当第１四半期連結会計期間

　自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日

（百万円）

建設事業 6,598 9,533

その他の事業 17 21

合計 6,616 9,554

　（注）１　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

　　　　２　当第１四半期連結会計期間において売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。　

（3）売上にかかる季節的変動について　

　建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著し

く多くなるといった季節的変動がある。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別 工事別
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成
工事高
（百万円）

期末繰越工事高（百万円） 期中
施工高
（百万円）手持工事高 うち施工高

前第１四
半期会計
期間
自　20・
４・１
至　20・
６・30

土木 48,905 11,351 60,257 6,178 54,078 16.0％ 8,650 10,035

建築 2,046 390 2,437 420 2,017 17.6％ 355 682

計 50,952 11,742 62,694 6,598 56,095 16.1％ 9,005 10,718

当第１四
半期会計
期間
自　21・
４・１
至　21・
６・30

土木 33,163 13,460 46,623 9,176 37,447  11.4％ 4,262 10,376

建築 150 3 154 154 －  －％ － 148

計 33,313 13,463 46,777 9,330 37,447  11.4％ 4,262 10,525

前事業年
度
自　20・
４・１
至　21・
３・31

土木 48,905 38,814 87,719 54,556 33,163  9.2％ 3,062 52,825

建築 2,046 498 2,545 2,394 150 3.9％ 5 2,308

計 50,952 39,312 90,264 56,950 33,313  9.2％ 3,068 55,133

　（注）１　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を

含む。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。

３　期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。

(2）受注工事高

期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

合計
（百万円）

前第１四半期会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

土木工事 9,570 1,780 11,351

建築工事 － 390 390

計 9,570 2,171 11,742

当第１四半期会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

土木工事 11,713 1,746 13,460

建築工事 － 3 3

計 11,713 1,750 13,463

　（注）　当社が、建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は官公庁欄に計上した。

　

　　　　受注工事のうち、主なもの

（注文者） （工事名）

京都市　 河原町分流幹線（その１－２）公共下水道工事

（独）日本原子力研究開発機構 21核サ研中間開閉所・第２中間開閉所地盤補強工事

(3）完成工事高

期別 区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

合計
（百万円）

前第１四半期会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

土木工事 4,460 1,717 6,178

建築工事 － 420 420

計 4,460 2,138 6,598

当第１四半期会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

土木工事 8,466 709 9,176

建築工事 － 154 154

計 8,466 864 9,330
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　（注）　当社が、建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は官公庁欄に計上した。

完成工事のうち、主なもの

（注文者） （工事名）

鹿島建設㈱ 中国地方整備局殿ダム建設第１期工事の内法面保護工事

(4）手持工事高（平成21年６月30日現在）

区分
官公庁
（百万円）

民間
（百万円）

合計
（百万円）

土木工事 28,855 8,591 37,447

建築工事 － － －

計 28,855 8,591 37,447

　（注）　当社が、建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は官公庁欄に計上した。

手持工事のうち、主なもの

（注文者） （工事名） （完成予定）

日本下水道事業団　 堺市堺浜関連公共下水道建設工事 平成21年７月　

中日本高速道路㈱ 東名阪自動車道相原工事 平成21年12月

ケミカルグラウト㈱
（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構倉敷基地プロ

パン貯槽工事　
平成22年６月　

横浜市 港北処理区新横浜駅前第二幹線下水道整備工事 平成22年３月

宮城県 小平トンネル本体工事 平成22年３月　

たつの市 半田神部中央雨水幹線築造工事　 平成22年３月　　

ケミカルグラウト㈱ 東北地方整備局胆沢ダム本体基礎処理工事　 平成22年９月　　

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路鳳来工事　 平成23年３月　　
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２【事業等のリスク】　

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

３【経営上の重要な契約等】

　当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は輸出の回復や政府の経済対策の効果等により、景気の急激な悪化

には歯止めがかかったものの、景気の先行きは依然として不透明なまま推移した。

　このような事業環境のもと、当社グループは経営理念「基礎工事における総合技術力と効率的な経営で、安全・安心

な国土造りに貢献する会社」の追求、経営ビジョン「信頼される技術力に培われた、環境・防災工事を主力とした基

礎工事のエキスパート」の実現のため、経営方針、事業戦略に基づき諸施策を推進してきた。

　前年同四半期と比較し、売上高では建築事業の撤退による減少があったものの、完成工事高の計上基準の変更により

増加し、利益面では販売用不動産および固定資産の売却益等の減少があった。

　その結果、売上高は9,554百万円（前年同四半期比44.4％増）、営業損失は1,024百万円（前年同四半期は営業損失746

百万円）、経常損失は1,064百万円（前年同半期は経常損失817百万円）となり、四半期純損失は1,084百万円（前年同

四半期は四半期純損失498百万円）となった。

　当社グループの売上高は、通常の受注形態として第４四半期に完成する工事の割合が大きく、業績に季節的変動があ

る。

　

（２）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間の連結キャッシュ・フローの状況は、営業活動の結果獲得した資金は1,411百万円（前年

同四半期は4,178百万円の獲得）となり、投資活動の結果獲得した資金は2百万円（前年同四半期は1,797百万円の獲

得）となり、財務活動の結果使用した資金は1,985百万円（前年同四半期は3,636百万円の使用）となった結果、現金及

び現金同等物は571百万円減少（前年同四半期は2,339百万円増加）し、当第１四半期連結会計期間末残高は5,362百万

円（前第１四半期連結会計期間末残高は8,928百万円）となった。当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動の結果獲得した資金は1,411百万円となった。これは主に、税金等調整前四半期純損失1,052百万円に非資金

化項目を調整したほか、売上債権の減少額6,159百万円等による資金の増加、未成工事支出金の増加額1,090百万円、仕

入債務の減少額2,931百万円等による資金の減少によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果獲得した資金は2百万円となった。これは主に、有形固定資産の売却2百万円による資金の増加等による

ものである。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、1,985百万円となった。これは主に、借入金の返済による資金の減少1,981百万円等に

よるものである。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

　なお、前連結会計年度に掲げた対処すべき課題において次のように対処している。

　①経営理念の追求、経営ビジョンの実現のため、事業戦略に基づく諸施策の実行。

　②コア事業に特化していく施策の実行。

「経営理念」

・基礎工事における総合技術力と効率的な経営で、安全・安心な国土造りに貢献する会社 

「経営ビジョン」

・信頼される技術力に培われた、環境・防災工事を主力とした基礎工事のエキスパート

「事業戦略」

・基礎工事分野の技術力によるシェア確保

・組織力強化による効率的経営と法令遵守
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（４）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、65百万円である。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

　

　　（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見直し

　　　当社グループを取り巻く事業環境は、公共投資は経済対策により一時的に増加が予想されるものの、中長期的には

　　国および地方自治体とも依然として縮減傾向が継続すると思われる。

　　　当社グループとしては、コア事業へ経営資源を集中させるとともに、グループ役職員が一丸となってコンプライア

    ンス体制の強化、リスク管理体制の強化、工事管理・与信管理の徹底を行い、キャッシュ・フローを重視したうえで

　　急激に変化する環境に即応できる経営体制を構築することが最大の課題と捉えている。また、業務提携先である株式

　　会社不動テトラと事業領域の拡大、コスト縮減等によるシナジー効果を発揮させるとともに、当社グループの競争力

　　を強化し、最注力分野である基礎工事分野のシェア拡大を目指していく所存である。　　　

 

　　（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　    経営者の問題認識と今後の方針については、「（１）業績の状況、（３）事業上及び財務上の対処すべき課題」に

　　記載のとおりである。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

乙種優先株式 10,000,000

計 190,000,000

　（注）「発行可能株式総数」欄には、平成21年6月30日現在の当社定款に記載されている株式の総数を記載している。

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成 21 年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

 普通株式 135,677,164 135,677,164
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての

権利内容に制

限のない標準

となる株式で

あり、単元株式

数は1，000株

である。

 乙種優先株式 10,000,000 10,000,000 　　　　　－ 　　（注）

計 145,677,164 145,677,164 － －

　（注）乙種優先株式の内容は次のとおりである。

　　　１． 優先配当金の額

　当会社は、剰余金の配当（配当財産の種類を問わない。）をするときは、当該配当の基準日の最終の株主名

簿に記載又は記録された乙種優先株式を有する株主（以下「乙種優先株主」という。）又は乙種優先株式の

登録株式質権者（以下「乙種優先登録株式質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載又は記

録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、乙種優先株式1株当たり、乙種優先株式の払込金額（200円）に対し、

下記により事業年度毎に定められる乙種優先配当金配当年率に基づき、当該基準日が属する事業年度の初日

(平成20年3月31日に終了する事業年度にあっては平成20年1月19日。いずれにおいても当該日を含む。)から当

該配当の基準日（同日を含む。）までの期間につき月割計算（ただし、1か月未満の期間については年365日

の日割計算）により算出される額の配当（以下「乙種優先配当金」という。）を支払う。ただし、すでに当該

事業年度に属する日を基準日として乙種優先株主又は乙種優先登録株式質権者に配当金（以下2.に定める乙

種累積未配当金に対する配当金を除く。）を支払ったときは、かかる配当金の累積額を控除する。乙種優先配

当金配当年率 =日本円TIBOR（6ヶ月物）+2.5%

「日本円TIBOR（6ヶ月物）」は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）（平

成20年3月31日に終了する事業年度にあっては平成20年1月18日。）の、午前11時における日本円6ヶ月物トー

キョー・インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値とする。ま

た、当該日において午前11時における日本円6ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート

が公表されない場合は、同日（当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日）ロンドン時間午前11時にスク

リーン・ページに表示されるユーロ円6ヶ月物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ

円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと

認められるものを日本円TIBOR（6ヶ月物）に代えて用いる。日本円TIBOR（6ヶ月物）又はこれに代えて用

いる数値は、％位未満小数第３位まで算出し、その小数第3位を四捨五入する。
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　　　２． 累積型

　ある事業年度において乙種優先株主又は乙種優先登録株式質権者に支払われた配当金の合計額が上記１．

の乙種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積する（以下「乙種累積未配

当金」という。）。乙種累積未配当金は、普通株主又は普通登録株式質権者及び乙種優先株主又は乙種優先登

録株式質権者に対する剰余金の配当に先立って、乙種優先株主又は乙種優先登録株式質権者に対して支払わ

れる。

　　　３． 非参加型

乙種優先株主又は乙種優先登録株式質権者に対しては、乙種優先配当金を超えて配当を行わない。

　　　４． 残余財産の分配

　当会社は、残余財産を分配するときは、乙種優先株式を有する株主又は乙種優先株式の登録株式質権者に対

し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、乙種優先株式1株あたりの残余財産分配価額として、200円を

限度に支払う。

乙種優先株主又は乙種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

　　　５． 議決権

乙種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

　　　６． 株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

　当会社は、法令に定める場合を除き、乙種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。当会社は、乙種

優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また、株

式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

　　　７． 普通株式を対価とする取得請求権

　乙種優先株主は、下記第(1)号に定める取得を請求することができる期間中、下記第(2)号に定める条件で、当

会社が乙種優先株式を取得するのと引換えに普通株式を交付することを請求することができる。

　　　　　(1) 取得を請求することができる期間

　　　　　　　　平成20年1月18日から平成25年1月17日まで。

　　　　　(2) 取得の条件

① 乙種優先株式は、次に定める条件により当会社の普通株式の交付と引換えに当会社に取得させることが　

　できる。なお、乙種優先株主に交付される普通株式数の算出に際し、1株未満の端数が生じたときはこれを

切り捨てるものとし、会社法第167条第3項に定める金銭による調整は行わない。

取得と引換えに交付すべき普通株式数 ＝（乙種優先株主が取得を請求した乙種優先株式の払込金額の総　

額）÷交付価額　　

　　　　　　② 交付価額

　　　　　　　イ 当初交付価額

　　　　　　　　当初交付価額は、50円とする。

　　　　　　　ロ 交付価額の調整

(a)　当会社は、乙種優先株式の発行後、下記(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合　　又

は変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「交付価額調整式」という。)をもって交付

価額（下限交付価額を含む。）を調整する。

 　　　　　　　　 

    既発行普通株

式数
＋

交付普通株式数 × １株当たりの払込金

額　　　　　

調整後交付価額 ＝ 調整前交付価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 交付普通株式数

交付価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係る基準

日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整後の交付価額を適用

する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数から当該日における当会社の有する普通株式

数を控除したものとする。交付価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、普通株式の株式の分割が行

われる場合には、株式の分割により増加する普通株式数（基準日における当会社の有する普通株式に関

して増加した普通株式数を含まない。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株式の併合により減

少する普通株式数（効力発生日における当会社の有する普通株式に関して減少した普通株式数を含まな

い。）を負の値で表示して使用するものとする。交付価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」

は、下記(b)(i)の場合は当該払込金額（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割

当ての場合は0円とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合は0円とし、下記(b)(iii)の場合は下記(b)(v)で定める対

価の額とする。
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(b)　交付価額調整式により乙種優先株式の交付価額の調整を行う場合及びその調整後の交付価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（無償割当ての場合を含

む。）（但し、平成20年1月15日開催の当会社株主総会の決議に基づき普通株式が交付される場合及び当

会社の交付した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを含む。以下本ロにおいて同じ。）の取得と引換えに交付する場合又は普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ロにおいて同じ。）その他

の証券若しくは権利の転換、交換又は行使により交付する場合を除く。）

調整後の交付価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日とす

る。以下同じ。）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。ただし、当会社普通株主に募

集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日

以降これを適用する。

(ii) 普通株式の株式分割をする場合

調整後の交付価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換えに下

記(c)(ii)に定める時価を下回る対価（以下に定義される。）をもって普通株式を交付する定めがあるもの

を交付する場合（無償割当ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通

株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当ての場合を

含む。）

調整後の交付価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予権、又は

新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。)の全てが当初の条件で取

得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして交付価額調整式を準用して算出する

ものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、普通株主に取得

請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日がある場合は、その

日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定し

ていない場合は、調整後の交付価額は、当該対価の確定時点で交付されている取得請求権付株式等の全

てが当該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして

交付価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

(iv) 普通株式の併合をする場合

調整後の交付価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

(v) 上記(iii)における対価とは、取得請求権付株式等の交付に際して払込みその他の対価関係にある支払

がなされた額（時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合には、その

行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換又は行使に際して

取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得、転

換、交換又は行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

(c)(i) 交付価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。

(ii) 交付価額調整式で使用する時価は、調整後の交付価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示む。）の平均

値（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入る。）とする。

(d)　上記(b)に定める交付価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当会社取締

役会が合理的に判断するときには、当会社は、必要な交付価額の調整を行う。

(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部又は一部

の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取得のために交

付価額の調整を必要とするとき。

(ii) 交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の交付価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式数の変更又は変更の可能性の生じる事由の発生により交付

価額の調整を必要とするとき。
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(e)　交付価額調整式により算出された調整後交付価額と調整前交付価額との差額が１円未満の場合は、交

付価額の調整は行わないものとする。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、その後の調

整の計算において斟酌される。

(f)　上記(a)ないし(e)により交付価額の調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、調整前の交付価額、調整後の交付価額及びその適用の日その他必要な事項を株主名簿に記載

された各乙種優先株主に通知する。但し、その適用の日の前日までに前記の通知を行うことができない

ときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

　　　　　　③ 取得請求受付場所

　　　　　　　　株主名簿管理人　中央三井信託銀行　本店

　　　　　　④ 取得の効力発生

取得請求書及び乙種優先株式の株券が上記③に記載する取得請求受付場所に到着したときに、当会社は、

乙種優先株式を取得し、当該取得請求をした株主は、当会社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の

株主となる。　

８． 普通株式を対価とする取得条項（一斉取得条項）

　乙種優先株式は、上記7.(1)号の取得を請求することができる期間中に取得請求のなかった乙種優先株式を、

同期間の末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって、当会社の普通株式と引換えに取得するもの

とする。この場合の、乙種優先株式１株の取得と引換えに交付すべき普通株式数は、一斉取得日を取得請求

の効力が生じる日とみなして、上記7.（2）号により算出される株式数と同株数とする。なお、乙種優先株主

に対して交付される普通株式数の算出に際し、１株未満の端数が生じたときは、会社法第234条に定める方

法により取り扱う。

 　　　９． 単元株式数

　　　　　　　 1,000株

　　 　10.  会社法第322条第2項に規定する定款の定めは無い。

　　 　11.  普通株主に先立ち優先配当を支払うことから、株主総会において議決権を有しない。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項なし。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月1日～

 平成21年６月30日

乙種優先株式

－

乙種優先株式

10,000,000
－ 6,052 － 3,753

普通株式

－

普通株式

135,677,164

（５）【大株主の状況】

大量保有報告等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。　
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（６）【議決権の状況】

　　　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　　　　記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

　　　　る。

　

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
乙種優先株式

10,000,000
－ （注）1

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

247,000

－ －　

完全議決権株式（その他）
普通株式（注）２

134,861,000

　　　　　（注）２

134,861
－

単元未満株式
普通株式（注）３

569,164
－ －

発行済株式総数 145,677,164 － －

総株主の議決権 － 134,861 －

　（注）１　（１）株式の総数等②発行済株式（注）を参照。

　　　　２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権2個）含まれて

いる。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式825株が含まれている。

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日特建設株式会社

東京都中央区銀座

８丁目14番14号
247,000 － 247,000 0.17

計 － 247,000 － 247,000 0.17

　（注）　株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1個）ある。なお、当該株

式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含まれている。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

最高（円） 60 70 97

最低（円） 36 58 63

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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３【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載している。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してい

る。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表及び当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人保森会計事務所による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,362 5,933

受取手形・完成工事未収入金等 13,897 20,056

商品及び製品 6 1

販売用不動産 9 9

未成工事支出金 ※1
 4,276 3,186

材料貯蔵品 95 100

その他 923 1,116

貸倒引当金 △191 △147

流動資産合計 24,380 30,256

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※2
 1,346

※1
 1,365

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） ※3
 372

※2
 407

土地 5,353 5,353

リース資産（純額） ※4
 28

※3
 31

その他（純額） 12 11

有形固定資産計 7,112 7,169

無形固定資産

その他 214 218

無形固定資産計 214 218

投資その他の資産

投資有価証券 602 526

その他 850 904

貸倒引当金 △444 △501

投資その他の資産計 1,008 928

固定資産合計 8,335 8,316

資産合計 32,715 38,573

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 11,402 14,334

短期借入金 ※5
 1,000

※4
 2,476

未払法人税等 77 86

未成工事受入金 3,219 3,185

完成工事補償引当金 68 71

工事損失引当金 ※6
 318 186

賞与引当金 177 204

その他 1,808 1,733

流動負債合計 18,072 22,277
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

固定負債

長期借入金 4,344 4,849

退職給付引当金 3,664 3,613

その他 857 1,016

固定負債合計 8,865 9,479

負債合計 26,938 31,756

純資産の部

株主資本

資本金 6,052 6,052

資本剰余金 3,753 3,753

利益剰余金 △4,069 △2,985

自己株式 △64 △64

株主資本合計 5,671 6,756

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 106 60

評価・換算差額等合計 106 60

純資産合計 5,777 6,817

負債純資産合計 32,715 38,573
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高

完成工事高 6,598 9,533

その他の事業売上高 17 21

売上高合計 6,616 9,554

売上原価

完成工事原価 5,991 9,030

その他の事業売上原価 7 9

売上原価合計 5,998 9,039

売上総利益

完成工事総利益 607 502

その他の事業総利益 9 12

売上総利益合計 617 515

販売費及び一般管理費 ※1
 1,363

※1
 1,539

営業損失（△） △746 △1,024

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 7 4

特許関連収入 5 7

還付加算金 － 7

その他 7 1

営業外収益合計 21 21

営業外費用

支払利息 81 56

その他 10 4

営業外費用合計 92 61

経常損失（△） △817 △1,064

特別利益

固定資産売却益 213 2

貸倒引当金戻入額 20 －

償却債権取立益 3 9

退職給付制度改定益 118 －

特別利益合計 355 11

特別損失

固定資産除売却損 4 0

リース解約損 2 －

特別損失合計 6 0

税金等調整前四半期純損失（△） △468 △1,052

法人税、住民税及び事業税 30 32

法人税等調整額 － －

法人税等合計 30 32

四半期純損失（△） △498 △1,084
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △468 △1,052

減価償却費 77 62

貸倒引当金の増減額（△は減少） △93 △13

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △4 △2

工事損失引当金の増減額（△は減少） △28 132

賞与引当金の増減額（△は減少） 140 △27

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,388 50

受取利息及び受取配当金 △8 △5

支払利息 81 56

有形固定資産除売却損益（△は益） △209 △2

売上債権の増減額（△は増加） 10,157 6,159

販売用不動産の増減額（△は増加） 325 －

未成工事支出金の増減額（△は増加） △3,704 △1,090

その他の資産の増減額（△は増加） 295 245

仕入債務の増減額（△は減少） △4,740 △2,931

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,509 34

その他の負債の増減額（△は減少） 1,408 △39

小計 4,350 1,576

利息及び配当金の受取額 7 5

利息の支払額 △114 △105

法人税等の支払額 △64 △64

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,178 1,411

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6 △1

有形固定資産の売却による収入 1,804 2

無形固定資産の取得による支出 － △0

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 － 0

子会社株式の取得による支出 △1 －

貸付金の回収による収入 1 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,797 2

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △504 △1,476

長期借入金の返済による支出 △3,132 △505

リース債務の返済による支出 － △3

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,636 △1,985

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,339 △571

現金及び現金同等物の期首残高 6,588 5,933

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,928 5,362
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．会計処理基準に関する

事項の変更

（１）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期大型工事（工期が１年を超

え、かつ請負金額が３億円以上の工事）については工事進行基準を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用していたが、当第１四半期連結会計期間から「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）が適用されたことに伴い、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、

当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用している。

　　　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事（工期が１年

を超え、かつ請負金額が３億円以上の工事）については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を引き続き適用している。　

　　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第１四半期連結累計期間に係る完成

工事高は1,715百万円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、

それぞれ189百万円減少している。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「還付加算金」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとした。なお、前第１四半

期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「還付加算金」は3百万円である。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前

連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方

法によっている。

２．固定資産の減価償却費の算定方法　 　減価償却費の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっている。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、

前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっている。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　１　※２、※３、※４　

　有形固定資産減価償却累計額

１　※１、※２、※３

　有形固定資産減価償却累計額

　      8,307百万円 　      8,266百万円

　２保証債務 　２保証債務

　　(1）当社の販売物件購入に対する借入金について保証を

行っている。

　　(1）当社の販売物件購入に対する借入金について保証を

行っている。

20件    86百万円 20件     88百万円

(2）住宅資金融資規定により、従業員が銀行から借入

れた住宅資金に対し、その債務の保証を行ってい

る。

(2）住宅資金融資規定により、従業員が銀行から借入

れた住宅資金に対し、その債務の保証を行ってい

る。

　    166百万円 　    171百万円

３　※１、※６

　　　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示している。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金

のうち、工事損失引当金に対応する額は35百万円であ

る。

　３

──────

　４　※５

　　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結している。

　当四半期連結会計期間末における貸出コミットメン

ト契約に係る借入未実行残高等は次のとおりである。

　４　※４　

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結している。

　当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額      3,600百万円

借入実行残高 －　

差引額       3,600

貸出コミットメントの総額     3,600百万円

借入実行残高 1,476　

差引額         2,124
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（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１　※１　

　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

１　※１　

　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

従業員給料手当      550百万円

賞与引当金繰入額   52百万円

退職給付費用   125百万円

減価償却費    20百万円

従業員給料手当        622百万円

賞与引当金繰入額     66百万円

退職給付費用      104百万円

減価償却費      22百万円

貸倒引当金繰入額 90百万円　

　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に

比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動がある。

　２　同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

現金預金勘定 8,928百万円

現金及び現金同等物 8,928　

現金預金勘定   5,362百万円

現金及び現金同等物      　5,362
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　135,677千株　

乙種優先株式　　 10,000千株　

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　250千株　　　

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし　

　

４．配当に関する事項

該当事項なし　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略した。　

　

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略した。　

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）　

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。　

　

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）　

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高がないため記載していない。　

　

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高がないため記載していない。　

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものではなく、かつ、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認めらないため、記載を省略している。　　

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）　

該当事項なし。　　

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項なし。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 27.17円 １株当たり純資産額 34.97円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 3.81円

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。

１株当たり四半期純損失金額 8.13円

　　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（百万円） 498 1,084

普通株主に帰属しない金額（百万円） 16 16

　（うち乙種優先配当）　 (16) (16)

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 515 1,100

期中平均株式数（千株） 135,450 135,427

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－ 　－

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

該当事項なし。　

　

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　

取引残高に前連結会計年度に比して著しい変動が認められないため記載を省略している。　　

　

２【その他】

該当事項なし。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月７日

日特建設株式会社

取締役会　御中

監査法人　保森会計事務所

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 間淵　邦夫　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 村上　貴美夫　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日特建設株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日特建設株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　　　　　　　　

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

日特建設株式会社

取締役会　御中

監査法人　保森会計事務所

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 村上　貴美夫　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 三　枝　　哲　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日特建設株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日特建設株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。　　　　　　　　

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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